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を 2000 年としたうえで、キャリア教育の実施内容の分析から、現在までが 3期に分けられる。第
1期（2000～2002 年度）は、旧来型の進路指導として実施されていた進路ガイダンスなど、第 2































用いて分析し、キャリア教育政策の展開は、① 2002 年度まで（図表 1参照）、② 2003、2004 年
度、③ 2005～2007 年度（図表 2参照）、④ 2008～2011 年度、⑤ 2012 年度以降の 5区分となる
（p. 47）としている。
図表 1　 2000～02 年度のキャリア教育の中央省庁
を中心とするイシュー・ネットワーク
出所：村上（2016）（p. 48）
図表 2　 2005～07 年度のキャリア教育の中央省庁を中心とするイシュー・ネットワーク
出所：村上（2016）（p. 49）
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する理論、キャリア発達に関する理論に大別でき、職業vocation からキャリア career へ、職業
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師は、上村 哲司 宮崎交通（株）取締役、島原 俊英（株）日向中島鉄工所社長、中島 弘明 メディ




山 英也 宮崎県庁総合政策部長、道本 英之 道本食品（株）代表取締役、見戸康人 JA宮崎中央会



























































































































































その傾向が著しいことを指摘している。文部科学省（2019）は、2019 年の高校卒業者 105.6 万人
の大学・短大進学率は 54.8％、専門学校進学率は 16.3％、就職者の割合は 17.6％、大学等の学生の
学部別構成比は図表 10 のとおりとしている。
図表 10　学科・専攻分野別学生数の比率（大学・大学院，2019 年度）（％）
人文科学 社会科学 理学 工学 農学 医・歯学 薬学 家政 教育 芸術 その他 計







































































高校・文理系 高校でのキャリア教育 高校での自身のキャリアデザイン 回答者数 割合（％）
普通高校・文系 受験に焦点で不十分 描けなかった 18 23.1
　65 名（83.3％） 受験に焦点で不十分 自分自身で考えた 36 46.2
十分なキャリア教育 キャリア教育の結果で選択 11 14.1
普通高校・理系 専門の仕事を意識 キャリア・デザインを見直した 2 2.6
　10 名（12.8％） 受験に焦点で不十分 描けなかった 2 2.6
受験に焦点で不十分 自分自身で考えた 3 3.8
十分なキャリア教育 キャリア教育の結果で選択 3 3.8
職業高校 専門の仕事を意識 キャリア・デザインを見直した 3 3.8
　 3 名（3.8％） 不十分なキャリア教育 描けなかった 0 0.0
不十分なキャリア教育 自分自身で考えた 0 0.0
十分なキャリア教育 キャリア教育の結果で選択 0 0.0
計 78 100
（2）キャリア教育を初めて受けたと認識している時期






注：2020 年 11 月調査。
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文系学部に入った学生の中には、高校から大学 3, 4 年生になるまでの間、キャリア・デザインを
しないまま過ごす者も少なからずいると考えられる。同世代の過半が職業選択と関係する進路選択
をしている中で、自分たちはそうでない選択をしたという自覚が、彼らにはない可能性がある。そ


































































実践女子大学 人間社会学部長 谷内 篤博先生には、キャリア教育の背景にある学生の課題につ
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